
横浜市の脱炭素化に関する
取組について

令和3年12月１日
横浜市温暖化対策統括本部



◆再生可能エネルギーの普及・拡大
・ 再エネ普及・拡大の具体的な取組
消費電力の100％再エネ転換に向けて、市民や事業者の皆様へ再エネ
電気への切替や、太陽光発電設備等の導入を促すキャンペーンを展開
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横浜市の取組



◆再生可能エネルギー電気の共同購入事業
・「みんなでいっしょに自然の電気」キャンペーン
太陽光や風力など、環境にやさしい自然の電気を利用したいと考える一般家庭な
どを募り、一定量の需要をまとめることで、”環境にやさしく、お得な電気代”で、おうち
の電気を切り替えるキャンペーンを九都県市及び栃木県と連携して実施
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横浜市の取組

・対象者
家庭、商店、小規模オフィスなどの皆様

・メニュー
再生可能エネルギーの割合が「30％以上」と
「100％」の2つのメニューあり

2020年度は、再エネ電気30％メニューで7～9％、
再エネ電気100％メニューで4～6％お得に



◆太陽光発電設備・蓄電池の共同購入事業
・「みんなのおうちに太陽光」キャンペーン
多くの方が参加するほど安い費用で「太陽光パネル」や「蓄電池」を購入・設置でき
る共同購入キャンペーンを神奈川県、民間事業者と連携して実施
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横浜市の取組

・対象者
住宅用、事業所用 ※10kW未満
・メニュー
①太陽光発電のみ
②太陽光発電＋蓄電池
③蓄電池のみ

2020年度は、太陽光発電設備は約３割の
価格低減に成功。



◆再生可能エネルギー電気への切替キャンペーン
・ 「うちも、再エネにしました。」キャンペーン
再エネ電気への切替を促進するための情報発信として、市内事業者の皆様に対
し、「再エネ電気」供給メニュー情報を一元的に紹介するキャンペーンを実施
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横浜市の取組

・対象者
横浜市内の事業者の皆様

・内容
「再エネ」100％、・「実質再エネ」100％の
供給メニュー情報を掲載

・切替特典
キャンペーン限定メニューの設定や、再エネ
切替お礼状をお渡しするなどあり



◆再生可能エネルギーを軸とした広域連携（平成31年２月～）
• 再エネ資源を豊富に有する13の市町村と「地域循環共生圏」の
考え方に基づき、再生可能エネルギーに関する連携協定を締結

• 連携先から横浜市内への再エネを供給拡大を目指す

連携市町村
■青森県横浜町
■岩手県久慈市、二戸市、葛巻町、
普代村、軽米町、野田村、九戸村、
洋野町、一戸町

■秋田県八峰町
■福島県会津若松市、 郡山市
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横浜市の取組
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横浜市の取組



 PPA（Power Purchase Agreement：電力購入契約）とは、設備設置事業者
（PPA事業者）が施設に太陽光発電設備を設置し、施設側は設備で発電した電気
を購入する契約のこと。

 屋根貸し自家消費型モデルや第三者所有モデルとも呼ばれており、施設側は設備を
所有しないため、初期費用の負担や設備の維持管理をすることなく、再生可能エネル
ギーの電気を使用することができる。

 市内小中学校65校を対象に今年度から来年度にかけて実施

防災拠点には
蓄電池必須

【事業イメージ図】

◆横浜市が取り組むPPA（屋根貸し太陽光発電自家消費）事業

・太陽光＋蓄電池の設置、運用、管理
・太陽光発電電力の供給（需要の一部）

（平常時）
発電電力を使用

蓄電池

【PPA事業者】【小中学校】

・電気代支払い（20年間長期契約）

系統から電力供給
※別契約

太陽光発電

（非常時）
防災用電源

横浜市の取組
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◆EV充電器の公道設置（令和３年６月）
• 国土交通省の社会実験として、横浜市青葉区に全国初の公道上に

EV充電器を設置
• 200回超/月の利用状況であり、充電ステーションとして定着

横浜市の取組

【実証期間】令和３年６月8日（火）17時～令和４年３月下旬（予定）
【実証場所】横浜市青葉区しらとり台69付近（神奈川県道140号川崎町田線沿い）
【実施主体】EV充電器の公道設置に関する実証実験協議会



通常電力(非再エネ)

非再エネ電気
再エネ電気
環境価値

新市庁舎焼却工場

＋

環境価値

自己託送

電力小売

※発電設備
・燃料電池
・CGS(DHC)
・太陽光

◆市役所の率先行動
• 2050年までに、市有施設で使用する電力を全て再エネに転換
• 第一段階として、市庁舎で利用する電力を実質再エネ100%化
• 区庁舎においても、2021年度に電力の実質再エネ100％化を予定
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横浜市の取組



• SDGs未来都市・横浜の実現を目指し、自らもステークホルダーとして、連携によ
って課題解決に取り組む、目的志向・実践型の中間支援組織

• 環境・経済・社会的課題の統合的解決を目指す横浜型「大都市モデル」の創
出に取り組みます。
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横浜市の取組
◆ヨコハマSDGsデザインセンター
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経済

「SDGs未来都市・横浜」へ

社会

環境

• オンデマンドバス実
証実験

• ショートタイムテレワ
ーク実証実験

• 環境絵日記こども
サミット

• デザインセンターアカ
デミア

• ヨコハマSDGsアイ
デア博

• SDGs bizサポート
事業

• Y-SDGs認証制度
／SDGs金融支援
制度

• SDGs教育研修旅
行プログラム開発

• ヨコハマ・ウッドストロ
ープロジェクト

• ヨコハマ“SDGs＆
ZERO Carbon”
プロジェクト

• SDGsライフサイエン
スプロジェクト

• 海中教室
• 資源循環型エコサ
イクルの構築

横浜市の取組
パイロットプロジェクト



事業者のSDGs推進の「道しるべ」 ー横浜市SDGs認証制度”Y-SDGs”

目的 • SDGsに取り組む市内事業者における、本制度の活用による
持続可能な経営への転換及び新たな顧客獲得や取引先の拡大

• 投資家や金融機関における、ESG投資等の投融資判断の際の
非財務情報としての活用

Environment
環境

Social
社会

Governance
企業統治

Local
地域(横浜市）

ESG及びLocalの4つの視点から、30のチェック項目について、
申請者による自己チェック内容を踏まえヒアリング及び外部評価

申請者が各項目について自己チェック

中小企業診断士によるヒアリング・有識者による外部評価

“Y-SDGs”認証取得へ

概要

Y-SDGsの
ポイント
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12項目
多様な人材の活躍
（ハラスメント防止のための取組など）
女性の活躍促進
製品・サービスを通じた社会課題の解決
など

8項目
気候変動への取組
（再生可能エネルギーの利用など）
水の効率的な利用・管理
天然資源・生物多様性への配慮
など

５項目
情報セキュリティ対策（個人情報の
適切な管理など）
企業の社会的責任（非営利団体へ
寄附、被災地復興支援活動など）
企業統治体制の構築 など

５項目
地域社会とのコミュニケーション機会
横浜地域における文化・芸術活動の促進
地域経済に資する製品・サービスの提供
など



事業者のSDGs推進の「道しるべ」 ー横浜市SDGs認証制度”Y-SDGs”
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• 各事業者の取組内容と進捗に応じて
3段階（最上位：supreme、上位：superior、標準：standard）で認証

• 認証期間は、認証を受けた日から2年間
• 認証取得にかかる手数料は無料
• 年に４回申請を受付（約3ヶ月に一回のペース）



ご清聴ありがとうございました
http://www.city.yokohama.lg.jp/ondan/
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